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【高槻市】 

【法務局】 

【高槻市】 

３ 役員に関して変更があった場合 

ＮＰＯ法人は、次のような役員の変更があった場合には、高槻市長あてに「役員変更等届出書」を

提出しなければなりません。（なお、代表権を有する者の氏名、住所及び資格に関する事項に変更が

生じた時には、２週間以内に主たる事務所の所在地での登記が必要となります。） 

① 新しく役員が就任した場合（欠員補充、増員を含む） 

② 役員の氏名・住所に変更があった場合 

③ 役員が再任された場合 

④ 役員が任期満了で退任した場合 

⑤ 役員が死亡した場合 

⑥ 役員が辞任した場合 

⑦ 役員が解任された場合 

役員の選出は、定款の定めに従って行わなければなりません。また、その他にも、欠格事由などＮ

ＰＯ法に定めがあります。６ページの〔役員に関すること〕を参照してください。 

 

〔必要な書類〕 

順番 書類の名称 ページ 部 数 ﾁｪｯｸ 

1 役員変更等届出書（様式第４号（第４条関係）） ８６ １ 部  

2 変更後の役員名簿 ８７ ２ 部  

3 
各役員が法第 20条各号に該当しないこと及び法第 21条の規
定に違反しないことを誓約し、並びに就任を承諾する書面の
謄本（コピー） （新任の場合のみ） 

８８ 
１ 部 

※ 
 

4 
役員の住所又は居所を証する書面 （住民票等） 

（新任の場合のみ） 
８９ 

１ 部 

※ 
 

※ ３及び４の書類は、新任（理事であった役員が監事となった場合（逆のケースも同じ）を含む。） 

の場合のみ提出してください。 

〔手続の流れ〕 

 

                     

                     

                                      

            

       

 

                                                          

                                                                  

    

 

 
役員の変更事由 

の発生 
 
 

 

変更の登記 
 
 

定款変更 

認証申請 

法人内での 

役員の変更手続 
 

役員変更届等 

届出書 
 
 

新任（欠員補充、増員）、再任、任期満了による退任 

死亡、辞任、解任、住所変更、改姓、改名 

理事に関する事

項の変更の場合 

な し 

あ り 

定款変更の必要性 

(役員の呼称の変更等) 

再任の場合も高槻市への届出と登記の変更が必要です。役員

の任期は２年以内なので、メンバーの入れ替わりがなくても

少なくとも２年ごとに再任の届出、登記の変更を行ってくだ

さい。 

※高槻市への届出と法務局での登記の変更はどちらが先でも差し支えありません。 

※定款変更が生じた場合は遅滞なく高槻市へ総会議事録のコピーと変更後の定款（２部）を

提出しなければなりません。 

知事の 

認 証 

代表権の制限に関する定めがある場合は、その登記が必

要。この場合、代表以外の役員登記は不要。 
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(1) 役員変更等届出書 

【 様式第４号（第４条関係） 】  ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 役 員 変 更 等 届 出 書  
                               令和   年  月  日  

    （宛先）高 槻 市 長  

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 名 称  

ふ り が な 

代 表 者 の 氏 名                    

主たる事務所の電話番号      （         ）               

 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 役 員 の 変 更 等 が あ っ た の で 、 特 定 非 営 利 活 動 促 進

法 第 2 3 条 第 １ 項 （ 同 法 第 52 条 第 １ 項 （ 同 法 第 62 条 に お い て 準 用 す る 場 合

を 含 む 。 ） の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ

り 、 次 の と お り 届 出 を し ま す 。  

変 更 年 月 日  
役 職 名  

ふ  り  が  な 
氏 名  住 所 又 は 居 所  

変 更 事 項  

  

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
添 付 書 類  
 

１ 変更後の役員名簿（２部（大阪府知事が所轄庁以外の関係知事である認定特定非営利活動法 

人又は特例認定特定非営利活動法人の場合にあっては、１部）） 

（役員が新たに就任した場合） 

２ 役員が法第 20 条各号に該当しないこと及び法第 21 条の規定に違反しないことを誓約

し、並びに就任を承諾する書面の謄本（１部） 

３ 役員の住所又は居所を証する書面（１部） 

備 考  
 

・変更等があった役員について、全ての事項を記入すること。 

・役職名の欄には、理事、監事の区分を記入すること。  

・変更事項の欄には、新任、再任、任期満了、死亡、辞任、解任、住所若しくは居所の異

動、改姓又は改名の別を記入すること。 

なお、新任の場合で、法第 22 条の規定による役員の欠員の補充を行ったときは欠員補

充、定款の変更をして役員の定数を増加させたときは増員と併記すること。また、任期

満了と同時に再任となった場合には、再任とだけ記入すること。 

・改姓又は改名の場合には、氏名の欄に、旧姓又は旧名を括弧を付して併記すること。 

・２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人又は特例認定特

定非営利活動法人が他の都道府県の知事に届け出る場合には、当該他の都道府県が定め

るところによること。 

・法とは、特定非営利活動促進法をいう。 

 

 

 

 

就任日、辞任日等変更の

あった日を記載してくだ

さい。 

新任、再任、任期満了による退任、死亡、辞任、解任、 

住所若しくは居所の異動、改姓又は改名を記入してください。 

新任の場合で、役員の欠員の補充を行ったときは、欠員補充と、 

定数の増加の場合は、増員と併記してください。 

任期満了の場合で、再任となった場合は、再任と記入してください。 

定款で規定した正式名称を記載

してください。例：特定非営利

活動法人○○、ＮＰＯ法人○○ 

等 

理事・監事の別を記載

してください。 

改姓又は改名の場合は、氏名の欄に、旧姓

又は旧名を括弧書きで併記してください。 

役員が新たに就任した場合、

忘れず添付してください。 

（８８・８９ページ参照） 

１部提出 
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 (2) 役員名簿 

【 様式例 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

 

  役  員  名  簿  

 

 

 

                                  特定非営利活動法人○○○○○○ 

 

 役職名 
ふ り が な  

氏 名 住所又は居所 報酬の有無   

理 事 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

理 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

… 

 

 

 

 

 

 

 

 

… 

   

監 事 

   

… 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員の氏名及び住所は、住民票等のとおりに記載してください。 

※パソコンで変換できない文字は、手書きで記載してください。 

※番地等は、「１－２－３」ではなく「１丁目２番３号」等というよう

に、住民票等のとおりに記載してください。 

役員報酬の有無を必ず記載してください。

報酬を受ける役員の総数は、役員総数の 

３分の１以下でなければなりません。 

理事、監事の区分を記入してく

ださい。 
氏名には、ふりがなを付けて

ください。 

２部提出 
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理事・監事の区分を記入してください。 

 

 (3) 就任承諾及び誓約書（各役員が法第20条各号に該当しないこと及び法第21条の規定に違反し

ないことを誓約し、並びに就任を承諾する書面） 

 【 記載例 】 ※Ａ４の大きさの用紙で提出してください。 

 

 

就 任 承 諾 及 び 誓 約 書 
 

 

 

 

 

 

  私は、特定非営利活動法人 ○○○○○○（法人名） の □□□（役職名） に就任すること 

を承諾するとともに、特定非営利活動促進法第２０条各号に該当しないこと及び同法第２１条に違 

反しないことを誓約します。 

 

 

 

 

 

 

 

                               令和    年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  特定非営利活動法人○○○○○○ 

 

 

   理事長 △ △ △ △ 様 

    

 

 

                           住所（居所）          

 

 

                           氏    名          

 

 

 

 

 

 

署名である必要はありません。 

各法人で定めている代表者の呼称を記

載してください。 

役員選出の日から就任日までの間の日付

を記載してください。 

新任の場合は、役員変更等届出書に、この「就任承諾及び誓約書のコピー」及び「住民票等（原本）」

を添付してください。理事を任期満了又は辞任して監事に就任する場合も監事の新任扱いとなります。 

役員に就任しようとしている者が、法人に対して提出する書類です。高槻市にはコピーを提出し、原本

は法人で保管してください（原本証明は不要です）。 

コピーを１部提出して 

ください。 

原本は申請者が保管 
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特定非営利活動促進法第２０条各号及び同法第２１条 

 

（役員の欠格事由） 

第２０条 次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。  

一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経

過しない者 

三 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第３２条の３第７項及び

第３２条の１１第１項の規定を除く。第４７条第１号ハにおいて同じ。）に違反したことにより、又は刑法

（明治４０年法律第４５号）第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条の２、第２２２条若しくは

第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯したことによ

り、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経過

しない者 

四 暴力団の構成員等 

五 第４３条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証を

取り消された日から２年を経過しない者 

六 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの 

 

 （役員の親族等の排除） 

第２１条 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が１人を超えて含

まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることに

なってはならない。 

 

 

(4)  住所又は居所を証する書面 

 

 次の区分に応じて提出してください。 

①  住民基本台帳法の適用を受ける人（日本国籍を有し市町村の区域内に住所を有する人、３か

月を超えて日本に住所を有し適法に在留している外国人など）は、住民票又は住民票記載

事項証明書（本人分のみで本籍地及びマイナンバー（個人番号）の記載のないもの。） 

②  上記以外の人は、住所又は居所を証する権限のある官公署が発給する文書 

   これに該当する人は、外国人であって外国に住んでいる人等が想定されます。 

   外国語の文章には、翻訳者を明らかにした日本語の訳文を添付する必要があります。 

 

※ 上記の書面は、申請日の６か月以内に作成されたものに限ります。 

※ 住所又は居所を証する書面が、複数ページにわたる場合はすべてのページを提出してください。 

 

 


